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旧目標（令和２年度まで） 新目標（令和７年度まで）

段差解消
（エレベーター等

の設置）

３千人以上/日の駅
（実績:令和元年度末）
91.8%で段差解消済み

２千人以上/日の駅
（最大＋305駅※）
※３千人以上/日の段差未解消駅とあわせ、最大＋597駅

ホームドア
約800駅
（実績:令和元年度末）
858駅

3,000番線
（＋1,047番線※）
うち10万人以上/日の駅
800番線

（＋353番線）

令和７年度までの整備目標

整備促進のための枠組み
『鉄道駅のバリアフリー化の推進は、エレベーターやエスカレーター、ホームドア等の整備を通じ、高齢者や障害者だけでなく、全ての利

用者が受益するとの観点から、都市部において利用者の薄く広い負担も得てバリアフリー化を進める枠組みを構築するとともに、地方
部において既存の支援措置を重点化することにより、従来を大幅に上回るペースで全国の鉄道施設のバリアフリー化を加速する。』

＜交通政策基本計画※における鉄道駅バリアフリー化の方針＞ ※令和７年度までの交通政策に関する基本計画（５月28日閣議決定）

鉄道駅バリアフリーの方針について

※整備ペースを２倍に加速化
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鉄道駅バリアフリー料金（仮称）について

１．制度概要
想定事業者：現在、JR本州３社及び大手民鉄等事業者が、三大都市圏内の駅を主な対象として導入を検討中。
対象設備：ホームドアやエレベーター等。
対象費用：対象設備に係る整備費（維持更新費含む）。
導入時期：本年内に鉄道事業法に基づく料金（事前届出制）の対象に追加する省令改正（パブコメ含む）を実施。

２．徴収水準
料金額の設定に当たっては、第２次交通政策基本計画における「都市部において利用者の薄く広い負担も得てバリアフリー化を進め
る枠組みを構築する」との考えを踏まえ、利用者に過度の負担感を与えないものとする。

※  「５円までの上乗せについては84％、10円までは65％が賛成」との利用者アンケート結果（H30.4実施）あり。

また、通学定期料金については免除するなど家計負担へ配慮することを求める。

３．透明性の確保
事業者において、事前届出時に整備・徴収計画を公表するとともに、毎年度、整備・徴収実績を公表。
国土交通省において、事前届出の際及び目標期間終了時（令和７年度末）等において、徴収額がバリアフリー整備額を超えてい
ないことを確認することで、透明性を確保。
鉄道固有の設備であるホームドアは、市場原理が働きにくいことを踏まえ、その整備に当たっては、国における公共工事の請負契約と同
様、一般競争入札に付すことを原則とするとともに、やむを得ず、随意契約とする場合は、整備実績の公表にあわせ、その理由や整備
額等を事業者に公表させる。これにより、利用者が他社と比較することを可能にする。

４．導入効果
本料金の導入により、新たなバリアフリー目標を達成できる見込み。
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○ 更なるバリアフリー化の加速化に向け、利用者にも一定の負担を求めることができる新たな料金制度の導入を提言

アンケート結果（H30.4実施）

提言 (H30.9)

検討体制
＜委員＞
学識経験者等 山内弘隆 一橋大学大学院経営管理研究科教授（座長）

大橋弘 東京大学大学院経済学研究科・公共政策大学院教授
秋池玲子 BCGシニアパートナー＆マネージング・ディレクター

鉄道事業者 JR東日本、JR東海、JR西日本、京王電鉄、東京急行電鉄、
阪急電鉄、日本民営鉄道協会

行政 国土交通省 鉄道局長、鉄道局次長

＜オブザーバー＞
消費者団体 河野康子 日本消費者協会理事

全国消費者団体連絡会前事務局長
行政 国土交通省総合政策局安心生活政策課、東京都

「バリアフリー化は、高齢者や障害者のためだけではなく、広く利用者全体に裨益するものであるとの観点に立ち、より一層安全で快適な移動に
資する更なるバリアフリー化を迅速に進めるため、利用者にも料金として一定の負担を求めることができる仕組み（「更なるバリアフリー加速化
料金(仮称)」）の導入を提言する。」（提言抜粋）

都市鉄道における利用者ニーズの高度化等に対応した
施設整備促進に関する検討会（H29.7～H30.8）

◆対象エリア
５エリア・・・関東大都市圏、近畿大都市圏、中京大都市圏、

その他の大都市圏※、大都市圏に含まれない地域
※札幌、仙台、新潟、静岡・浜松、岡山、広島、
福岡・北九州、熊本の各大都市圏

◆属性
２属性・・・高齢者（65歳以上）、非高齢者（20～64歳）

◆調査方法
インターネット調査

◆サンプル数
4,000人（400人×５エリア×２属性）

◆ 運賃に上乗せすることの賛否
Q.バリアフリーの整備費用のすべてを運賃に上乗せし、あなたを含む

路線の利用者に均等に負担してもらうとしたら、どう思いますか。
賛成派

（約５割）
反対派

（２割弱）

◆ 妥当と思う上乗せの金額
Q.乗車する距離に関わらず、１回の乗車につき、

最大何円までなら上乗せが妥当だと思いますか。

少なくとも
10円の上乗せは妥当

（約６割）

＜アンケート概要＞
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導入に向けたスケジュール（案）

令和３年 11月19日（金） ：パブリックコメント開始※
※省令案・運用細目案

12月18日（土） ：パブリックコメント終了

12月下旬 ：パブリックコメント結果公示
改正鉄道事業法施行規則公布・施行

令和４年 １月以降 ：事業者による料金の事前届出
（料金水準・整備計画の公表）
ICカードシステム運営会社（関東ICカード協議会等）へ ICカードシステム改修依頼

令和５年 春以降 料金徴収開始
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第２次交通政策基本計画（抜粋）

新型コロナウイルス感染症の感染拡大による外出・移動の自粛により、旅客の輸送需要が大きく減少した。
ポストコロナ時代においても、特に都市部では、通勤や移動のあり方の変容などにより、以前の水準まで需要
が回復することは期待できないとの声もある。
交通事業者の収益が悪化し、投資余力が減少する中においても、利用者サービスの高度化に向けた継続

的な設備投資は必要であり、そのための財源確保策を図る必要がある。

第２章 交通が直面する「危機」と、それを乗り越える決意
２） サービスの「質」の低迷
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ＪＲ３社・関東大手民鉄9社の営業収益及び営業費用の推移（連結）
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運賃・料金に関する鉄道事業者の事例

〇 JR東日本等は、ピーク期間の利用を分散させるため、座席指定料金に新たに「最繁忙期」を設定
（2022年４月～）

〇 JR東日本等は、利用実態等を勘案して、新幹線等のグリーン料金等の改定を実施 （2022年春～）
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